
組合等区画整理事業交付金交付要綱 

（要旨） 

第 1 県は、土地区画整理法（昭和 29 年法第 119 号。以下「法」という。）第 3条第 1項に

規定する個人施行者(同意施行者（土地区画整理事業を単独で若しくは共同して施行す

る者（民間事業者を除く。））に限る。）、法第 3 条第 2 項に規定する土地区画整理組合

（土地区画整理組合の設立に必要な数の地権者(施行予定地区内の宅地について所有

権又は借地権を有する者)が参加している準備組織を含む。）及び法第 3 条の 3 に規定

する地方住宅供給公社（以下「組合等」という。）が施行する土地区画整理事業（以下

「事業」という。）の適正かつ円滑な執行を図るため、道路整備費の財源等の特例に関

する法律（昭和 33 年法律第 34 号）第 5 条第 1 項に規定する対象事業を構成する道路

の改築に要する経費について、組合等に対し、予算の範囲内において組合等区画整理

事業交付金（以下「交付金」という。）を交付するものとし、その交付等に関しては、

補助金等交付規則（昭和 51 年宮城県規則第 36 号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、この要綱に定めるところによるものとする。 

 

（交付対象事業） 

第 2 交付金の交付対象となる道路の改築（以下「交付対象事業」という。）は、次に掲げ

る要件のすべてに該当するものとする。 

(1)地方道路交付金事業（地方道路整備臨時交付金）について（昭和 60 年建設省都

街発第 17 号建設省都市局長通達、建設省道企発第 25 号建設省道路局長通達）1、

(3)に規定する要素事業（以下「要素事業」という。）の要件に該当すること。 

(2)街路事業（国土交通省都市・地域整備局所管国庫補助事業をいう。以下同じ。）

の採択基準に適合する都市計画道路の改築であること。 

(3)組合等が事業（法第 3条の 4の規定により都市計画事業として施行するものに限

る。）として行うものに限る。 

第 2-2 法第 120 条の規定による街路事業に係る公共施設管理者負担金を受け、又は受けよ

うとする組合等については、この交付金を交付しない。 

 

（交付対象経費及び補助金額） 

第 3 交付金の交付対象となる経費は、組合等区画整理事業補助事業実施細目（昭和 50 年

11 月 1 日付け建設省都区発第 47 号建設省都市局区画整理課長通達別紙第 2）第 2に定

める補助対象の範囲に準ずるものとする。ただし、土地区画整理組合の準備組織にあ

っては、換地諸費（換地計画及び登記を除く。）に限るものとする。 

第 3-2 交付額は、交付対象事業を用地買収方式により実施することとして精算した事業費

の額とする。ただし、当該土地区画整理事業の総事業費から次に掲げるものを控除し

た額を限度とする。 



(1)保留地処分金 

(2)補助金 

(3)公共施設管理負担金、JR 負担金その他これらに類するもの 

 

（実施に関する計画書の提出） 

第 4 交付金の交付を受けようとする組合等は、交付対象事業に係る実施に関する計画書を

別記様式第 1号により当該事業の実施年度の予算成立後 10 日以内に知事に提出するも

のとする。 

第 4-2 前項の実施に関する計画書に添付しなければならない書類は、以下のとおりとする。 

(1)地方道路交付金事業（地方道路整備臨時交付金）の実施に関する計画（様式第 1-2

号） 

(2)添付図面（位置図、設計図） 

 

（交付の申請） 

第 5 規則第 3条第 1項の規定による交付金交付申請書の様式は、別記様式第 2号によるも

のとし、その提出部数は 1部、その提出期限は知事が別に定めるものとする。 

第 5-2 号 規則第 3 条第 2 項の規定により交付金交付申請書に添付しなければならない書

類は、次のとおりとする。ただし、土地区画整理組合のうち準備組織以外の組合等に

あっては、第 4号から第 6号までの書類は除くものとする。 

(1)地方道路整備臨時交付金申請総括表(様式第 2-2 号） 

(2)収支予算書 

(3)工事設計書（位置図、平面図、縦横断面図及び構造図を添付） 

(4)土地区画整理組合（準備組織）の概要（様式第 2-3 号） 

(5)発起人名簿（様式第 2-4 号） 

(6)仮同意書（様式第 2-5） 

 

（交付の条件） 

第 6 規則第 5条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

(1)交付金対象事業の内容の変更又は交付対象事業に要する経費の配分の変更をす

る場合においては、別記様式第 3号により知事の承認を受けること。 

(2)交付対象事業を中止し、又は廃止する場合においては、別記様式第 4号により知

事の承認を受けること。 

(3)交付対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は交付対象事業の遂行が困難

となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

 

 



（実施に関する計画書の変更） 

第 7 組合等が、第 4の実施に関する計画書記載事項を変更しようとする場合は、第 4に定

める書類のほか変更の内容及び理由等を記載した書類を知事に提出し、その承認を受

けなければならない。 

 

（状況報告） 

第 8 規則第 10 条の規定による報告は、別記様式第 5 号によるものとし、翌月の 5 日まで

に提出しなければならない。 

 

（実績報告書） 

第 9 規則第12条第 1項の規定による事業実績報告書は、別記様式第6号によるものとし、

その提出部数は 1部とする。 

第9-2 規則第12条第1項の規定により事業実績報告書に添付しなければならない書類は、

次のとおりとする。 

(1)交付金事業実績箇所別表（様式第 6-2 号） 

(2)交付金事業精算（出来高）内訳書（様式第 6-3 号） 

(3)残存物件調書（様式第 6-4 号） 

(4)発生物件精算調書（様式第 6-5 号） 

 

（交付金の交付方法） 

第 10 交付金は、規則第 13 条に規定する交付金の額の確定後に交付するものとする。 

第 10-2 前項の規定にかかわらず、交付対象事業の遂行上必要があると認めるときは、原

則として交付額の 9 割を超えない範囲内の金額を概算払いにより交付することができ

るものとする。 

第 10-3 前 2 項の申請は、別記様式第 7号によるものとする。 

 

（残存物件） 

第 11 組合等は、交付対象事業が完了した場合において、交付金の対象となった機械器具、

仮設物その他の備品（以下「備品」という。）が残存するときは、その残存価格に対す

る額を県に納入しなければならない。ただし、知事の承認を得て同種の交付対象事業

に継続して使用する場合には、この限りではない。 

 

（帳簿及び書類の備付け等） 

第 11 組合等は、規則第 20 条の規定にかかわらず、交付対象事業に係る収入及び支出等を

明らかにした独立の帳簿を備え付け、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類

を、交付対象事業の完了した年度の翌年度から 5 年間及び組合等のうち土地区画整理



組合にあっては当該組合が解散する日まで整備保管しなければならない。 

 

（書類の経由） 

第 13 この要綱に基づき組合等が知事に提出する書類は、事業施行地の所轄する市町村長

を経由するものとする。 

 

附則 

1. この要綱は、昭和 60 年 10 月 16 日から施行し、昭和 60 年度予算に係る交付金に適

用する。 

2. この要綱は、次年度以降の各年度において、当該交付金に係る予算が成立した場合

に、当該交付金にも適用するものとする。 

附則 

1. この要綱は、平成 3年 3月 25 日から施行し、平成 2年度予算に係る交付金に適用す

る。 

2. この要綱は、次年度以降の各年度において、当該交付金に係る予算が成立した場合

に、当該交付金にも適用するものとする。 

附則 

1. この要綱は、平成 17 年 10 月 12 日から施行し、平成 17 年度予算に係る交付金に適

用する。 

2. この要綱は、次年度以降の各年度において、当該交付金に係る予算が成立した場合

に、当該交付金にも適用するものとする。 

附則 

1. この要綱は、令和 4 年 4 月 1 日から施行し、令和 4 年度予算に係る交付金に適用す

る。 

2. この要綱は、次年度以降の各年度において、当該交付金に係る予算が成立した場合

に、当該交付金にも適用するものとする。 

 


